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決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 　特定取引勘定設置の有無 無

１．１５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期

１４年３月期

円 銭 ％ ％ ％

１５年３月期 ９７ １０．０

１４年３月期 ８３ ４．６

(注)１．潜在株式は有りません 

    ２．持分法投資損益 １５年３月期  １百万円   １４年３月期  ―百万円

    ３．期中平均株式数(連結)   １５年３月期  31,745,948株  １４年３月期  31,796,976株   

    ４．会計処理の方法の変更  無

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

１５年３月期 ７０５

１４年３月期 ６９３

(注)期末発行済株式数(連結) １５年３月期  31,636,437株　　１４年３月期  31,791,363株   

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

１５年３月期 △ 　６，５０６ １４，３７４ △ １６３ ２３，２１５

１４年３月期 ２７，７０７ △ ２２，８５０ △ １６２ １５，５０９

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

        連結子会社数  ２社 ・持分法適用非連結子会社数 ― 社 ・持分法適用関連会社数 １ 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

        連結（新規）― 社 ・（除外） ― 社 持分法（新規） １ 社 ・（除外） ― 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

中  間  期 ５，２００

通      期 １０，４００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな
る可能性があります。

期 末 残 高
現金及び現金同等物

８．８２

株主資本比率

８．５７

６２

５４

決算短信 （連結）

総資本経常利益率

  １１４．５

経常収益経常利益率

 △ ４７．２

 △ ４９．７

経 常 利 益

ＴＥＬ

取.締.役..頭.取

取締役.企画部長

１１，８６３   △  ０．８ １，１８６

１株当たり当期純利益 株主資本当期純利益率

  △  ７．９ ５５３

営 業 活 動 に よ る

２２，３４３

２２，０４８

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ

４．７

４６１，３６１ ４．８

投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る

０．３

(国内基準)

連結自己資本比率総  資  産 株 主 資 本 １株当たり株主資本

５ ０．９

７ １．２

１００

３００

１１，９５９

経 常 収 益 当 期 純 利 益

２７３

１８５  △４７．７

０．１

８

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ

８２

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ

９００

３００

平成１５年３月期 

経 常 収 益

代 表 者

問 合 せ 先

    ５．経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

４７０，７７５

経 常 利 益 当 期 純 利 益

氏 名

氏 名

会 社 名

本 社 所 在 地

　責任者役職名

　役  職  名
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株式会社  福邦銀行

１．企業集団の状況

 (1) 企業集団の事業内容

   当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行･子会社２社･関連法人１社で構成し、

 銀行業務を中心に運営され、さらに信用保証業務等のサービス提供を行っております。

 (2) 企業集団の事業系統図

福邦ビジネスサービス（株）

福邦カード（株）

福 邦 銀 行

本店及び支店５１ヵ店

その他業務

銀 行 業 務

福邦オフィスサービス（株）

２



株式会社  福邦銀行

２．経営方針

（１）経営の方針

  当行は、「地域社会への貢献」･「健全なる経営」･「活力ある職場」を経営理念として、常にお

客様の立場になって考え行動することを原点に、「地域のお客様から信頼され選ばれる銀行」を目

指しております。

（２）利益配分に関する基本方針

  当行は、従来より銀行業としての公共性に鑑み、長期にわたって安定経営に努めると共に、配当

につきましても安定した配当の継続を基本方針としております。

  この方針に基づき、平成１４年１２月９日に中間配当を１株当り２円５０銭として実施し、また、

期末配当金は１株当たり２円５０銭とし、来る６月２７日開催の株主総会へ付議する予定です。

（３）中期経営計画の概要

  当行では、経営環境の変化や経営課題を克服し、地域金融機関としての存在を確立していくため

の指針として第五次中期経営計画「ＰＯＷＥＲＦＵＬ ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮ ２１」を策定し、

２００１年４月から実施しております。

  ２１世紀、福邦銀行が目指すのは「地域のお客様から信頼され選ばれる銀行」です。

    【 基本方針 】  

        ①収益基盤の拡充

        ②リスク管理の徹底

    【 重点施策 】  

        ①資産の運用・調達力の強化と収益力の強化

        ②経営資源の重点配分と経営効率の追求

        ③リスク管理の徹底と経営の健全性の確保

        ④有価証券投資の多様化・高度化への対応

        ⑤人材の育成と活用

（４）対処すべき課題

  金融再生と企業再生への取組強化が急がれる厳しい経営環境のなかで、リレーションシップ

バンキングの機能強化が、私共、地域金融機関の新たな課題となっています。

  このような環境下、当行は引続き収益基盤の拡充とリスク管理の徹底を進め、健全なる経営の

維持に努め、役職員一同全力を投入して地域金融機関としての役割を果たしてまいる所存でありま

す。

３



株式会社  福邦銀行

３．経営成績及び財政状態

（１）経営成績

　当期におけるわが国経済を顧みますと、国内景気は、輸出が牽引役となり緩やかな持ち直しの動き

が見られましたが、夏場以降、米国の景気減速や世界同時株安の進行、加えて、イラク情勢の緊迫化

などにより先行き不透明感が台頭し、生産活動も一進一退の動きとなりました。

　こうした中、企業の設備投資や個人消費は弱めの動きを続け、公共投資も減少するなど、国内需要

 に依然として回復の動きが見られない鈍い展開となりました。

　また、当行の主たる営業基盤である福井県内の景況につきましては、実感として厳しい状況が続く

中で、企業の設備投資スタンスは慎重な姿勢が続き、公共事業も低調に留まり、企業倒産が高い水準

で推移しました。この間の金融情勢につきましては、デフレ経済と不良債権問題が加速する中で、ペ

イオフが２年延期され、また、金融システムを巡り「金融再生プログラム」が提示されるなど、制度

面での新たな展開がみられました。

　株価は、日経平均株価が２０年ぶりに一時、８，０００円を割り込むなど値を大幅に下げ、また、

日銀の量的緩和が強化されました。

  このような金融経済環境のもとで、連結ベースの経営成績は次のようになりました。

  経常収益は国債等債券売却益の増加によりその他業務収益は増加しましたが、資金運用収益の減少

および役務取引等収益の減少等により、前期比９６百万円減少して１１８億６３百万円となりました。

また、経常費用は一般貸倒引当金は積増しとなったものの、資金調達費用が預金利回りの低下などに

より減少したこと等により、前期比７億３０百万円減少して１０６億７６百万円となりました。

   この結果、経常利益は前期比６億３３百万円増加して１１億８６百万円となり、当期純利益は前期

比８７百万円増加して２億７３百万円となりました。

   なお、平成１５年度通期の業績は、経常利益９億円、当期純利益３億円を見込んでおります。

  また、当行単体の経営成績は次のようになりました。

  経常収益は国債等債券売却益の増加によるその他業務収益の増加等により、前期比１億７５百万円

増加して１１８億５５百万円となりました。

一方、経常費用は、預金利回りの低下等による資金調達費用の減少等により前期比２億１２百万円

減少して１０６億８７百万円となりました。

  当行は、資産の健全性を更に高めるため、厳格な自己査定基準に基づき諸償却・引当を実施した

ほか、有価証券は時価が３０％以上下落したすべての銘柄について減損処理を実施しております。

  以上より、経常利益は前期比３億８７百万円増加して１１億６８百万円となり、当期利益は前期比

５５百万円増加して、２億５７百万円となりました。

  当行単体の平成１５年度通期の業績は、経常利益９億円、当期利益３億円を見込んでおります。

４



株式会社  福邦銀行

（２）財政状態

  預金は当期中５０億２４百万円減少し、期末残高は４，２７６億円となりました。

うち、個人預金は引き続き堅調に推移し、当期中８４億５０百万円増加しましたた。

  貸出金は、長引く景気低迷により事業性融資が伸び悩んだ結果、当期中２１億５百万円

減少し、期末残高は３，３６４億８９百万円となりました。

  連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の

減少等により６５億６百万円の流出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、

有価証券の売却等により１４３億７４百万円の流入となりました。財務活動によるキャッシュ・

フローは、親会社の配当金支払等により１億６３百万円の流出となりました。

全体で現金及び現金同等物は７７億６百万円増加して、期末残高は２３２億１５百万円となりました。

  連結自己資本比率は、リスクアセットの圧縮等により、前期比０．２５％上昇して８．８２％

となりました。

５



株式会社  福邦銀行

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 23,265 15,914 7,351
コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 132 59 72
買 現 先 勘 定 － － －
買 入 金 銭 債 権 1,999 1,999 △ 0
商 品 有 価 証 券 271 361 △ 90
金 銭 の 信 託 － － －
有 価 証 券 85,612 99,530 △ 13,917
貸 出 金 336,489 338,595 △ 2,105
外 国 為 替 616 352 263
そ の 他 資 産 1,652 1,797 △ 145
動 産 不 動 産 6,572 6,798 △ 225
繰 延 税 金 資 産 3,822 4,316 △ 494
支 払 承 諾 見 返 7,057 7,916 △ 858
貸 倒 引 当 金 △ 6,129 △ 6,866 737
資 産 の 部 合 計 461,361 470,775 △ 9,414
（ 負 債 の 部 ）

預 金 427,600 432,625 △ 5,024
譲 渡 性 預 金 － － －
コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 － 133 △ 133
借 用 金 － － －
外 国 為 替 － 0 △ 0
そ の 他 負 債 1,764 5,754 △ 3,990
賞 与 引 当 金 415 427 △ 12
退 職 給 付 引 当 金 1,369 980 388
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 812 889 △ 76
支 払 承 諾 7,057 7,916 △ 858
負 債 の 部 合 計 439,018 448,727 △ 9,708
少 数 株 主 持 分 － － －
（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 4,300 4,300 －
資 本 剰 余 金 3,256 3,256 －
利 益 剰 余 金 12,709 12,543 166
土 地 再 評 価 差 額 金 1,196 1,240 △ 44
株 式 等 評 価 差 額 金 915 711 204
自 己 株 式 △ 35 △ 3 △ 31
資 本 の 部 合 計 22,343 22,048 294
負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部 合 計 461,361 470,775 △ 9,414

  比  較  連  結  貸  借  対  照  表

科 目
前 連 結 会 計年 度末当連結会 計年 度末

（平成１４年３月３１日）
増 減

（単位：百万円）

（平成１5年３月３１日）

６



(注)  1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 2. 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っておりま

  す。

 3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

  他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主

  として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法

  により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理し

  ております。

 4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

  券の評価は、時価法により行っております。

 5. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 6. 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物

  附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであ

  ります。

      建物   ３年～５０年

      動産   ２年～２０年

    連結される子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法によ

  り償却しております。

 7. 自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結される子会社で定める利用可能期間(主として

  ５年)に基づく定額法により償却しております。

 8. 当行の外貨建資産・負債勘定については、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付して

  おります。

    外貨建取引の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する

  当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第20号）を適用して

  おりましたが、当連結会計年度からは「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び

  監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）を適用しております。

    なお、当連結会計年度は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に規定する経過措置を

  適用し、「資金関連スワップ取引」、「通貨スワップ取引」については、従前の方法により会計処理

  しております。

    資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に規定する経

  過措置にもとづき、債権元本相当額および債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換

  算額を連結貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済

  日の属する期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により連結損益

  計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収益または未払費用を計上しております。

    なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金

  の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべ

  き又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替と

  した為替スワップ取引であります。

    異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当額の支払額又は受取額と

  通貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部

  分に適用されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引（利息相

  当額の支払日ごとにその時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各

  利払期間ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む）については、日本公認会計士協会業種

  別監査委員会報告第25号に規定する経過措置にもとづき、債権元本相当額および債務元本相当額の連

  結決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、交換利息相当額はその期間に

  わたり発生主義により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収益または未払費用を
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  計上しております。

    連結される子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算して

  おります。

 9. 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

    破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係

  る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記

  直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

  額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

  と認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

  可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し

  ております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

  等に基づき計上しております。

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

  独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており

  ます。

    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

  び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額

  しており、その金額は 5,156百万円であります。

10．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

  当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

11. 当行及び国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

  ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12. 当行及び国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

　す。

13. 当行の取締役及び監査役に対する金銭債権総額 61百万円

14. 動産不動産の減価償却累計額 4,009百万円

15. 動産不動産の圧縮記帳額 66百万円

16．連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機及びその周辺機器、現金自動設備、紙幣

  硬貨整理機及び事務用通信機器及び車輌等についてはリース契約により使用しております。

17. 貸出金のうち、破綻先債権額は 3,873百万円、延滞債権額は 12,708百万円であります。

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

  り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

  償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

  ４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する

  事由が生じている貸出金であります。

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

  を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

18． 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 251百万円であります。

    なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

  る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

19. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 10,058百万円であります。

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

  利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

  綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

20. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 26,891百

  万円であります。

    なお、17．から 20．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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21．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第

  ３号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表

  計上額はありません。

22．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

  公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）にもとづき金融取引として処理しております。これに

  より受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

  権利を有しておりますが、その額面金額は16,084百万円であります。

23．担保に供している資産は、為替決済、資金決済、日銀共通取引、地方公共団体収納代理取引、裁判

  供託としての担保の代用として、有価証券 21,598百万円及び預金10百万円を差し入れております。

    また、動産不動産のうち保証金権利金は 245百万円であります。

24. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の

  土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

  金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

  上しております。

    再評価を行った年月日  平成１１年３月３１日

  土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

                                              月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定

  める土地課税台帳に登録されている価格に基づい

  て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

    同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当

    該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 1,013百万円。

25. 1株当たりの純資産額 705円62銭

　　なお、当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）等

　が適用されたことに伴う影響額は、下記30．に記載しております。

26. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

  た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを

  約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、36,983百万円であります。このうち

　契約残存期間が１年以内のものが34,708百万円あります。

27．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年3月法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、

  平成16年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」およ

　び「資本等の金額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利益に関連する金額を課税標

  準とする税金には該当しないことになります。

    この変更に伴い、当行の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する平成16年度以降の法定

  実効税率は当連結会計年度の 41.74％から40.43％となり、「繰延税金資産」は59百万円減少し、当

  連結会計年度に計上された「法人税等調整額」は79百万円増加しております。「再評価に係る繰延税

  金負債」は26百万円減少し、「土地再評価差額金」は同額増加しております。また「株式等評価差額

  金」は20百万円増加しております。

28．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成15年４月22日付内

  閣府令第47号）」により改正されたことに伴い、当連結会計年度から次のとおり表示方法を変更して

　おります。

（1）前連結会計年度において区分掲記していた「再評価差額金」は、当連結会計年度からは「土地再評

   価差額金」として表示しております。

（2）前連結会計年度において区分掲記していた「評価差額金」は、当連結会計年度からは「株式等評価

   差額金」として表示しております。

（3）前連結会計年度において資本の部は「資本金」、「資本準備金」及び「連結剰余金」として区分掲

   記しておりましたが、当連結会計年度からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」とし

   て表示しております。

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法
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29．「自己株式及び法定準備金の取崩に関する会計基準」（企業会計基準第1号）が平成14年4月1日以後

   に適用されることとなったことに伴い、当連結会計年度からは同会計基準を適用しております。なお、

   これによる当連結会計年度の資産および資本に与える影響はありません。

30．「一株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第 2号）および「1株当たり当期純利益

   に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 第4号）が平成14年4月1日以後開始する連結

   会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

   準及び適用指針を適用しております。なお、前連結会計年度において採用していた方法により算定し

   た場合の1株当たり当期純利益金額等は以下のとおりであります。

　　　　1株当たり純資産額 706円　　25銭

　　　　1株当たり当期純利益金額   8円　　60銭
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株式会社  福邦銀行
（単位：百万円）

11,863 11,959 △ 96

9,627 10,109 △ 482

貸 出 金 利 息 8,156 8,476 △ 320

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,411 1,437 △ 26

コールローン利息及び買入手形利息 3 28 △ 25

買 現 先 利 息 － 0 △ 0

預 け 金 利 息 1 60 △ 58

そ の 他 の 受 入 利 息 56 107 △ 51

947 1,116 △ 169

1,106 407 699

180 325 △ 144

10,676 11,406 △ 730

580 1,068 △ 487

預 金 利 息 561 908 △ 347

譲 渡 性 預 金 利 息 0 19 △ 19

コールマネー利息及び売渡手形利息 7 46 △ 39

借 用 金 利 息 － 0 △ 0

そ の 他 の 支 払 利 息 12 93 △ 81

655 661 △ 6

457 309 147

6,524 6,713 △ 189

2,458 2,652 △ 194

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 652 204 447

そ の 他 の 経 常 費 用 1,806 2,448 △ 642

1,186 553 633

4 3 0

3 2 0

1 0 0

475 238 236

5 3 1

469 234 235

715 318 397

211 599 △ 388

231 △ 466 698

－ － －

273 185 87

(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. ｢その他の特別損失｣には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額２２４百万円、

関連会社への支援損１１８百万円及び所有動産不動産の償却額１２２百万円が含まれております。

  比  較  連  結  損  益  計  算  書 

科 目

当連結会計年度 前連結会計年度

増     減自平成１4年４月  １日

至平成１5年３月３１日

自平成１3年４月  １日

至平成１4年３月３１日

償 却 債 権 取 立 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
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株式会社  福邦銀行
（単位：百万円）

3,256 3,256 －

－ － －

－ － －

3,256 3,256 －

12,543 12,529 13

347 194 153

273 185 87

70 8 61

4 － 4

181 180 0

158 158 △ 0

22 21 0

12,709 12,543 166
(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成15年4月22日付内閣府令

 第47号）」により改正されたことに伴い、当連結会計年度からは「（資本剰余金の部）」および「（利益

 剰余金の部）」に区分して表示することになったため、前連結会計年度も新しい表示方法に合わせて記載

 しております。

３．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成15年4月22日付内閣府令

 第47号）」により改正されたことに伴い、当連結会計年度において区分掲記していた「再評価差額金取崩

 額」は、当連結会計年度からは「土地再評価差額金取崩額」として表示しております。

増　　　減

比  較  連  結  剰  余  金  計  算  書

自平成１３年４月  １日

至平成１４年３月３１日

前連結会計年度

配 当 金

役 員 賞 与

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

持分法適用に伴う剰余金増加高

当連結会計年度

科 目 自平成１４年４月  １日

至平成１５年３月３１日

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高
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株式会社　福邦銀行
（単位：百万円）

年  度  別       

     科     目

税金等調整前当期純利益 715 318 397

減価償却費 167 172 △ 5

持分法による投資損益（△） △ 1 － △ 1

貸倒引当金の増加額 △ 737 △ 329 △ 407

賞与引当金の増加額 △ 12            427 △ 440

退職給付引当金の増加額 388            278 109

資金運用収益 △ 9,627 △ 10,109 482

資金調達費用 580 1,068 △ 487

有価証券関係損益(△) △ 146 1,446 △ 1,593

為替差損益(△) 5 143 △ 138

動産不動産処分損益(△) 2 7 △ 5

貸出金の純増(△)減 2,105 △ 2,460 4,566

預金の純増減(△) △ 5,024 3,693 △ 8,718

譲渡性預金の純増減(△) － △         7,509 7,509

預け金の純増(△)減 355 180 175

コールローン等の純増(△)減 △ 72 33,700 △ 33,772

コールマネー等の純増減(△) △ 133 △ 2,282 2,149

債券貸付取引担保金の純増減(△) △ 3,303 3,303 △ 6,606

外国為替（資産）の純増(△)減 △ 263 △ 45 △ 217

外国為替（負債）の純増減(△) △ 0 △ 0 △ 0

資金運用による収入 9,840 10,185 △ 345

資金調達による支出 △ 540 △ 1,315 774

その他 △ 586 △ 1,384 797

             小計 △ 6,289 29,488 △ 35,778

法人税等の支払額 △ 216 △ 1,780 1,564

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 6,506 27,707 △ 34,213

有価証券の取得による支出 △ 170,382 △ 80,641 △ 89,741

有価証券の売却による収入 169,893 39,598 130,294

有価証券の償還による収入 14,934 17,192 △ 2,258

金銭の信託の減少による収入  －         1,230 △ 1,230

動産不動産の取得による支出 △ 78 △ 267 188

動産不動産の売却による収入 9 36 △ 26

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,374 △ 22,850 37,225

配当金支払額 △ 158 △ 158 0

自己株式の取得による支出 △ 4 △ 4 0

自己株式の売却による収入 － 0 △ 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 163 △ 162 △ 0

1 8 △ 7

7,706 4,703 3,003

15,509 10,805 4,703

23,215 15,509 7,706
（注）1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）2.｢現金及び現金同等物」の各年度末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は次のとおりであります。

      

現金及び預け金勘定 23,265 15,914

                                                              定期預け金 △　 50 △ 405

現金及び現金同等物 23,215 15,509

至平成１４年３月３１日

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

 比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ･フ ロ ー 計 算 書

         平成１5年3月末          平成14年3月末

増 減
当連結会計年度

自平成１４年４月  １日

至平成１５年３月３１日

前連結会計年度

自平成１３年４月  １日
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（平成15年3月期決算説明資料）

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（1） 連結される子会社及び子法人等      ２社

福邦ビジネスサービス株式会社

福邦オフィスサービス株式会社

  なお、従来連結子法人であった相互ファイナンス株式会社を当年度中に清算しており

ます。

（2） 非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

（1） 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

福邦カード株式会社

  従来持分法非適用の関連会社であった福邦カード株式会社は、保有株式構成の変動等

により、持分法適用の範囲に含めております。

（2） 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

該当ありません。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

３月末日         ２社

４．会計処理基準に関する事項

連結子会社等の会計処理基準は、概ね親会社と同一であります。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金

預け金」のうち現金･預入期間３ヵ月以内の預け金および日本銀行への預け金でありま

す。

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

  連結会社は銀行業以外に一部で業務代行、労働者派遣等の事業を営んでおりますが、

それらの事業の全セグメントに占める割合が僅小であるため、事業の種類別セグメント

情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報

  全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦

の割合がいずれも１００％であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。

３．国際業務経常収益

  国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省

略しております。

生産、受注及び販売の状況

株式会社  福邦銀行

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行

有価証券の減損処理

   １．減損処理基準について

  当連結会計年度における連結貸借対照表の｢有価証券」のうち、時価のある有価証券についての減損

処理は、『すべての銘柄』について著しく下落したと判定するための『合理的な基準』を設け、その

基準以下の評価損を翌年度以降に持ち越さずに一掃する処理を行ない資産健全化を図っております。

『すべての銘柄』とは 時価の回復可能性を考慮せず一律に減損処理する。

『合理的な基準』とは 売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価が把握できる

すべての銘柄について時価が３０％以上下落したときは、当該

時価とその取得原価又は償却原価との差額を減損処理する。

   ２．減損処理額

  ・満期保有目的の債券については減損処理額はありません。

  ・その他有価証券のうち時価のあるものについての減損処理額は次のとおりであります。

        期  別

   種  類

株    式 398          61           460          

債    券 -            -            -            

そ の 他 -            -            -            

合    計 398          61           460          

（注）記載金額単位は百万円

下落率 50% 以上の
評 価 差 額

下落率 30% 以上の
評 価 差 額

当連結会計年度（ 平成１５年３月３１日現在 ）

減 損 処 理 額
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行
有価証券関係

(注)1.連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、「買入金銭債権」を含めて記載しております。

    2.「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」はありません。

    3.記載金額単位は百万円。

１．売買目的有価証券

期  別  

 種  類

期  別  

 種  類

2．満期保有目的の債券で時価のあるもの

期  別 当連結会計年度末（ 平成１５年３月３１日現在 ）

連 結 貸 借 対 時 価 差 額

 種  類 照 表 計 上 額 う ち 益 う ち 損

－ － － － －

6,569          7,039          470            470            －

200            202            2              2              －

3,304          3,330          25             26             1              

10,074         10,572         498            499            1              

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

期  別 前連結会計年度末（ 平成１４年３月３１日現在 ）

連 結 貸 借 対 時 価 差 額

 種  類 照 表 計 上 額 う ち 益 う ち 損

-              -              -              -              -              

7,283          7,682          399            399            -              

200            198            △   1         -              1              

2,633          2,635          2              11             9              

10,116         10,516         400            411            10             

（注）時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

3．その他有価証券で時価のあるもの

期  別 当連結会計年度末（ 平成１５年３月３１日現在 ）

取 得 原 価 連 結 貸 借 対 評 価 差 額

 種  類 照 表 計 上 額 う ち 益 う ち 損

株      式 1,538          1,686          148            225            76             

債      券 64,638         66,031         1,392          1,406          13             

国 債 26,331         27,082         751            754            3              

地 方 債 － － － － －

社 債 38,306         38,948         641            652            10             

そ  の  他 8,742          8,738          △　3 98             102            

74,918         76,456         1,537          1,731          193            

（注）1.連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により
（注）2.計上したものであります。
（注）2.｢うち益｣｢うち損｣はそれぞれ｢評価差額｣の内訳であります。

売買目的有価証券

売買目的有価証券 ２

△　　151828

国    債

地 方 債

社    債

そ の 他

合     計

合 計

前連結会計年度末（ 平成１４年３月３１日現在 ）

前連結会計年度の損益に含まれた評価差額

国    債

地 方 債

社    債

そ の 他

合     計

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

当連結会計年度末（ 平成１５年３月３１日現在 ）

連結貸借対照表計上額

271
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行

期  別 前連結会計年度末（ 平成１４年３月３１日現在 ）

取 得 原 価 連 結 貸 借 対 評 価 差 額

種  類 照 表 計 上 額 う ち 益 う ち 損

株      式 2,309           2,516           207             291             84              

債      券 75,033          76,049          1,015           1,315           299             

国 債 34,478          35,305          827             844             17              

地 方 債 -               -               -               -               -               

社 債 40,555          40,744          188             470             282             

11,651          11,649          △   1          122             124             

88,994          90,216          1,221           1,730           508             

（注）1.連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により
（注）2.計上したものであります。
（注）2.｢うち益｣｢うち損｣はそれぞれ｢評価差額｣の内訳であります。

4．当連結会計年度中及び前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
該当ありません。

5．当連結会計年度中及び前連結会計年度中に売却したその他有価証券  

期  別 当連結会計年度（自平成１４年４月１日至平成１５年３月３１日）

種  類 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

172,655         1,171           340             

期  別 前連結会計年度（自平成１３年４月１日至平成１４年３月３１日）

種  類 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

38,308          518             937             

6．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

社債 650 50

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 431 656

社債 － 15

7．保有目的を変更した有価証券

（当連結会計年度中）

該当ありません。

  

（前連結会計年度中）

前連結会計年度中に、その他有価証券618百万円の保有目的を資金運用方針の変更を理由に変更し、売買

目的有価証券に区分しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前当期純利益は151百万円減

少しております。

前連結会計年度末（平成１４年３月３１日現在）当連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

そ の 他

その他有価証券

その他有価証券

合 計
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行

8．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

期  別 

種  類 1 年 以 内 1 年 超 5 年 以 内 5 年 超 10 年 以 内 10 年 超

債     券 13,437            42,914            15,873            1,225             

国 債 881               16,073            9,632             495               

地 方 債 773               3,304             2,372             119               

社 債 11,783            23,536            3,868             610               

そ の 他 599               1,914             2,513             2,096             

合    計 14,037            44,828            18,387            3,321             

期  別 

種  類 1 年 以 内 1 年 超 5 年 以 内 5 年 超 10 年 以 内 10 年 超

債     券 10,840            48,527            23,223            1,006             

国 債 853               20,098            14,353            -                 

地 方 債 713               3,336             2,993             240               

社 債 9,273             25,092            5,876             766               

そ の 他 2,526             1,971             2,304             4,448             

合    計 13,366            50,499            25,527            5,454             

金銭の信託関係

１．運用目的の金銭の信託

該当ありません。

2．満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外）
該当ありません。

前連結会計年度末（ 平成１４年３月３１日現在 ）

当連結会計年度末（ 平成１５年３月３１日現在 ）
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行

株式等評価差額金

○株式等評価差額金

  当、前連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位:百万円）

当連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

評　価　差　額 1,537       

その他有価証券 1,537       

（△）繰延税金負債 621         

株式等評価差額金（持分相当額調整前） 915         

（△）少数株主持分相当額 －

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

      に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

株式等評価差額金 915         

（単位:百万円）

前連結会計年度末（平成１４年３月３１日現在）

評  価  差  額 1,221       

その他有価証券 1,221       

（△）繰延税金負債 509         

株式等評価差額金(持分相当額調整前) 711         

（△）少数株主持分相当額 －

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

      に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

株式等評価差額金 711         

デリバティブ取引関係

1.金利関連取引   （単位:百万円）

当連結会計年度(平成15年3月31日) 前連結会計年度(平成14年3月31日)

契 約 額 等 時    価 評 価 損 益 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益

金利スワップ 202 △　　7 △　　7 322 △   14     △   14     

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

2.通貨関連取引 （単位:百万円）

当連結会計年度(平成15年3月31日) 前連結会計年度(平成14年3月31日)

契 約 額 等 契 約 額 等

為替予約 5,570 2,537

（注）引き直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等を計上しております。

3.株式関連取引

     該当ありません。

4.債券関連取引

     該当ありません。

5.商品関連取引

     該当ありません。

6.クレジットデリバティブ取引

     該当ありません。

－

－
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（平成15年3月期決算説明資料）

退職給付関連 株式会社  福邦銀行

  １.退職給付引当金

 【 連結 】 （単位：百万円）

退職給付債務  ① 5,370     

年金資産  ② 2,464     

未積立退職給付債務  ③＝①－② 2,906     

会計基準変更時差異の未処理額  ④ 449       

未認識数理上の差異  ⑤ 1,088     

未認識過去勤務債務(債務の減額)  ⑥ －

退職給付引当金 (③－④－⑤－⑥） 1,369     

(注) １．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

     ２．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。

  ２.退職給付費用

 【 連結 】 （単位：百万円）

 退職給付費用 565         

勤務費用 205         

利息費用 126         

期待運用収益 △ 114         

数理計算上の差異処理額 123         

会計基準変更時差異処理額 224         

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異

の費用処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異

各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

  なお、会計基準変更時差異（1,122百万円)については、5年による按分額を費用処

理しております。

平 成 １ ５ 年 ３ 月 期

平 成 １ ５ 年 ３ 月 期
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平成１５年３月期       個別財務諸表の概要 平成１５年５月２３日

株式会社 福 邦 銀 行

福井県福井市順化１丁目６番９号

(ＵＲＬ http//www.fukuho.co.jp)

三 田 村　俊 文

米  谷  正  弘

(0776)－21－2500

決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無 有(1単元 1,000株)

１．１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

（１）経 営 成 績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年３月期

１４年３月期

円 銭 ％ ％ 百万円

１５年３月期 ４７

１４年３月期 ３５

（注）１．期中平均株式数   １５年３月期 31,785,790株  １４年３月期 31,796,976株

      ２．会計処理の方法の変更  無

      ３．経常収支率＝経常費用／経常収益×１００

（２）配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

１５年３月期 ５ ２ ２

１４年３月期 ５ ２ ２

（注）１５年３月期 期末配当金の内訳   記念配当 ― 円 ― 銭 、特別配当 ― 円 ― 銭

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

１５年３月期 ７０２ ８．８２

１４年３月期 ６９３ ８．５７

（注）１．期末発行済株式数＝＝１５年３月期 31,800,000株 　１４年３月期  31,800,000株
（注）２．期末自己株式数＝＝＝１５年３月期     17,843株   １４年３月期       8,637株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中  間  期 ３００ １００ ２ ― ―

通      期 ９００ ３００ ― ２ ５

（参考）１株当たり予想当期利益（通期） 円 銭
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資
料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな
る可能性があります。

７

６８

株 主 資 本

４７３，０６０ ２２，０５０ ４．７

４６１，４０１ ２２，３５２ ４．８

総  資  産

８

５０

中間配当金期末配当金

５０

８０

５９

５，２００

００

当 期 利 益

１０，４００

１株当たり年間配当金
経 常 収 益 経 常 利 益

(国内基準)

１５８５０

自己資本比率１株当たり株主資本株主資本比率

１５８５０

期  末

０．７

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

５０

００ ０．７

（ 年 間 ）
配当性向

配当金総額
株主資本配当率

（３）財政状態

００ ７８．７

５０ ６１．７

１．２

０．９ ４３２，８４７９３．３

９０．１

　役  職  名

　責任者役職名

１１，８５５

当 期 利 益

  △２７．４

取 締 役 頭 取

取締役 企画部長

氏 名

１１，６８０

経 常 収 益

  △  ８．０ ７８１

１，１６８  △　１．５

経 常 利 益

会 社 名

本 社 所 在 地

問 合 せ 先

代 表 者

      ４．経常収益、経常利益、当期利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

中  間

氏 名

ＴＥＬ

６

４２７，６３９

１株当たり当期利益 株主資本当期利益率 経常収支率

  △４９．６

預 金 残 高

２５７

  △２７．６   △３５．４２０２
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株式会社   福邦銀行

科          目 金          額 金          額

 （  資  産  の  部  ）

現 金 預 け 金 23,265 427,639
コ ー ル ロ ー ン 132 －
買 入 金 銭 債 権 1,999 －
商 品 有 価 証 券 271 －
有 価 証 券 85,654 1,759
貸 出 金 336,489 411
外 国 為 替 616 1,369
そ の 他 資 産 1,651 812
動 産 不 動 産 6,571 7,057
繰 延 税 金 資 産 3,822 439,048
支 払 承 諾 見 返 7,057
貸 倒 引 当 金 △    6,129 4,300

3,256

12,691
利 益 準 備 金 682
任 意 積 立 金 9,759
当 期 未 処 分 利 益 2,249
当    期    利    益 257

1,196

915

△    8

22,352

461,401 461,401資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

 第９５期末  貸  借  対  照  表  (平成１５年３月３１日現在)         

（単位：百万円）

資 本 金

資 本 剰 余 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

譲 渡 性 預 金

（  資  本  の  部  ）

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

コ ー ル マ ネ ー

外 国 為 替

科          目

（  負  債  の  部  ）

預 金
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(注)  1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 2. 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

 3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

  子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ

  るものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、

  時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その

  他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

 4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券

  の評価は、時価法により行っております。

 5. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 6. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

  を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

      建物     ３年～５０年

      動産     ２年～２０年

 7. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間(５年)に基づく定額法により償却し

  ております。

 8. 外貨建資産及び負債勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式及び関連

  法人等株式を除き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

    外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する

  当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第20号）を適用してお

  りましたが、当期からは「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）を適用しております。

    なお、当期は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に規定する経過措置を適用し、「資

  金関連スワップ取引」、「通貨スワップ取引」については、従前の方法により会計処理しております。

    資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号に規定する経過

  措置にもとづき、債権元本相当額および債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸

  借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期か

  ら先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上するとと

  もに、決算日の未収収益または未払費用を計上しております。

    なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の

  調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又

  は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為

  替スワップ取引であります。

    異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当額の支払額又は受取額と通

  貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に

  適用されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引（利息相当額の

  支払日ごとにその時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各利払期間

  ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む）については、日本公認会計士協会業種別監査委員

  会報告第25号に規定する経過措置にもとづき、債権元本相当額および債務元本相当額の決算日の為替相

  場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により損

  益計算書に計上するとともに、決算日の未収収益または未払費用を計上しております。

 9. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

    破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る

  債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直接

  減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計

  上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら

  れる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
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  を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

  ます。

10. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

  当期に帰属する額を計上しております。

11. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

  見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとお

  りであります。

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

    なお、会計基準変更時差異（1,122百万円)については、5年による按分額を費用処理しております。

12. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

  は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

13. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除

  対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

14. 取締役及び監査役に対する金銭債権総額 61百万円

15. 子会社の株式総額 20百万円

16. 動産不動産の減価償却累計額 4,005百万円

17. 動産不動産の圧縮記帳額 66百万円

18. 貸出金のうち、破綻先債権額は 3,873百万円、延滞債権額は 12,708百万円であります。

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

  り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

  償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

  40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生

  じている貸出金であります。

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

  を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

19. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は 251百万円であります。

    なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している

  貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

20. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 10,058百万円であります。

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

  利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

  綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

21. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は  26,891百

  万円であります。

    なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

22．ローン・パーティシぺーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号

  に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は

  ありません。

    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

  び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額

  上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

  上しております。

  独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており

  しており、その金額は5,156百万円であります。

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から
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23．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

  公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）にもとづき金融取引として処理しております。これに

  より受け入れた商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

  権利を有しておりますが、その額面金額は16,084百万円であります。

24．担保に供している資産は、為替決済、資金決済、日銀共通取引、地方公共団体収納代理取引、裁判

  供託としての担保の代用として、有価証券21,598百万円および預金10百万円を差し入れております。

25. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価

  を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

  て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しておりま

  す。

    同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月

                                            31日公布政令第119号）第2条第3号に定める土地

課税台帳に登録されている価格に基づいて、奥

行価格補正等合理的な調整を行って算出

    同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土

    地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 1,013百万円

26. 1株当たりの当期利益 7円 47銭

   なお、当期から｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準2号)等が適用されたことに

  伴う影響額は、下記37.に記載しております。

27. 商法旧第290条第1項第6号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額は917百

  万円であります。

28．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方

  債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品国債」、並びに「買入金銭債権」中のコマー

  シャル・ペーパー及びその他買入金銭債権が含まれております。 以下32.まで同様であります。

    売買目的有価証券

貸借対照表計上額 271 百万円

当期の損益に含まれた評価差額 2

    満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表       時  価    差  額

計  上  額 うち益 うち損

  地方債 6,569 百万円 7,039 百万円 470 百万円 470 百万円 － 百万円

  社債 200 202 2 2 －

  その他 3,304 3,330 25 26 1

   合計 10,074 10,572 498 499 1

    子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。

    その他有価証券で時価のあるもの

  取得原価 貸借対照表   評価差額

計  上  額     うち益     うち損

  株式 1,538 百万円 1,686 百万円 148 百万円 225 百万円 76 百万円

  債券 64,638 66,031 1,392 1,406 13

   国債 26,331 27,082 751 754 3

   社債 38,306 38,948 641 652 10

  その他 8,742 8,738 △ 3 98 102

    合計 74,918 76,456 1,537 1,731 193

    再評価を行った年月日  平成11年3月31日
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    なお、上記の評価差額から繰延税金負債 621百万円を差し引いた額 915百万円が、「株式等評価差

  額金」に含まれております。当期において、その他有価証券で時価のあるものについては 460百万円

  減損処理を行なっております。なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価又は償

  却原価に比べて30％以上下落した場合を「著しく下落した」と判断する基準としております。

29．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

30．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却額

172,524 百万円 1,171 百万円 340 百万円

31．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

内  容 貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

社債 650 百万円

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

子会社・子法人等株式 20

関連法人等株式 21

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 431

32．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとお

  りであります。

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

債券 13,437 百万円 42,914 百万円 15,873 百万円 1,225 百万円

  国債 881 16,073 9,632 495

  地方債 773 3,304 2,372 119

  社債 11,783 23,536 3,868 610

その他 599 1,914 2,513 2,096

合  計 14,037 44,828 18,387 3,321

33. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

  た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを

  約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、36,983百万円であります。このうち

  契約残存期間が１年以内のものが34,708百万円あります。

34. 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公

  布され、平成１６年４月１日以後開始する事業年度より当行の法人事業税に係る課税標準の一部が

  「付加価値額」および｢資本等の金額｣に変更されることにより、当該課税標準の一部は、利益に関連

  する金額を課税標準とする税金には該当しないことになります。

    この変更に伴い、当行の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する平成１６年度以降の法

  定実効税率は、当期の41.74％から40.43％となり、｢繰延税金資産｣は59百万円減少し、当期に計上

  された｢法人税等調整額｣は79百万円増加しております。

  ｢再評価に係る繰延税金負債｣は26百万円減少し、｢土地再評価差額金｣は同額増加しております。

  また、｢株式等評価差額金｣は20百万円増加しております。

35. 銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成15年4月22日付内閣

  府令第47号）」により改正されたことに伴い、当期から次のとおり表示方法を変更しております。

 (１) 前期において区分掲記していた「再評価差額金」は、当期からは「土地再評価差額金」として表

    示しております。

 (２) 前期において区分掲記していた「評価差額金」は、当期からは「株式等評価差額金」として表示

    しております。

 (３) 前期において資本の部は、「資本金」、「法定準備金」及び「剰余金」として区分掲記しており

    ましたが、当期からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示しております。

      売却益     売却損

２６



36．｢自己株式及び法定準備金の取崩に関する会計基準｣（企業会計基準第1号）が平成14年4月1日以後に

  適用されることとなったことに伴い、当期から同会計基準を適用しております。なお、これによる当期

  の資産および資本に与える影響はありません。

37．｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣（企業会計基準第2号）および｢1株当たり当期純利益に関

  する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4月1日以後開始する事業年度に

  係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用して

  おります。なお、前期において採用していた方法により算定した場合の1株当たり当期利益金額は以下

  のとおりであります。

    1株当たり当期利益金額      8円  09銭

２７



株式会社   福邦銀行
（単位：百万円）

１１，８５５

９，６２７

う ち 貸 出 金 利 息 ８，１５６

う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 １，４１１

９４７

１，１０６

１７３

１０，６８７

５８０

う ち 預 金 利 息 ５６１

６５４

４５７

６，５３５

２，４５８

１，１６８

４

４７２

７００

２１１

２３１

２５７

２，０１６

７９

１５

７０

２，２４９

(注) 1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.子会社との取引による収益総額 ２２１百万円

子会社との取引による費用総額 ２３２百万円 

3.｢特別損失｣には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額２２４百万円、関連

会社への支援損１１５百万円及び所有動産不動産の償却額１２２百万円が含まれております。
4.銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成15年 4月22日付
内閣府令47号）により改正されたことに伴い、前期において区分掲記していた「再評価差額金取
崩額」は、当期からは、「土地再評価差額金取崩額」として表示しております。

科　　　　　目

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

経 常 費 用

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

第９５期（平成１４年４月１日から 平成１５年３月３１日まで）損 益 計 算 書

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

金　　　　　　　　　　　額

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

２８



  株式会社   福邦銀行

１９，８００，０００

―

―

２，１３０，３２８，３０６

２，２４９，５８３，６９９

１１９，２５５，３９３

２０，０００，０００

７９，４５５，３９３

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

配 当 金

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

  第９５期(平成１５年６月２７日)利益処分計算書  (案) 

（単位：円）

科          目 金 額

２９



株式会社   福邦銀行

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 23,265 15,913 7,352
コ ー ル ロ ー ン 132 59 72
買 入 手 形 ― ― ―
買 入 金 銭 債 権 1,999 1,999 △ 0
商 品 有 価 証 券 271 361 △ 90
金 銭 の 信 託 ― ― ―
有 価 証 券 85,654 98,888 △ 13,234
貸 出 金 336,489 340,279 △ 3,789
外 国 為 替 616 352 263
そ の 他 資 産 1,651 1,516 135
動 産 不 動 産 6,571 6,794 △ 222
繰 延 税 金 資 産 3,822 4,215 △ 393
支 払 承 諾 見 返 7,057 7,916 △ 858
貸 倒 引 当 金 △ 6,129 △ 5,237 △ 891
資 産 の 部 合 計 461,401 473,060 △ 11,658
（ 負 債 の 部 ）

預 金 427,639 432,847 △ 5,207
譲 渡 性 預 金 ― ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― 133 △ 133
外 国 為 替 ― 0 △ 0
そ の 他 負 債 1,759 5,538 △ 3,779
賞 与 引 当 金 411 408 2
退 職 給 付 引 当 金 1,369 980 388
特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 ― 2,295 △ 2,295
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 812 889 △ 76
支 払 承 諾 7,057 7,916 △ 858
負 債 の 部 合 計 439,048 451,010 △ 11,961
（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 4,300 4,300 ―
資 本 剰 余 金 3,256 3,256 ―
利 益 剰 余 金 12,691 12,544 146
利 益 準 備 金 682 645 36
任 意 積 立 金 9,759 9,759 ―
当 期 未 処 分 利 益 2,249 2,139 109
当 期 利 益 257 202 55

土 地 再 評 価 差 額 金 1,196 1,240 △ 44
株 式 等 評 価 差 額 金 915 711 204
自 己 株 式 △ 8 △ 3 △ 4
資 本 の 部 合 計 22,352 22,050 302
負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 461,401 473,060 △ 11,658
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

増 減
平 成 １ ４ 年 度 末

（平成１５年３月３１日）

  比  較  貸  借  対  照  表  （ 主 要 内 訳 ）          

平 成 １ ３ 年 度 末

（平成１４年３月３１日）

（単位：百万円）

科 目

３０



株式会社  福邦銀行
（単位：百万円）

11,855 11,680 175

9,627 10,108 △ 480

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 8,156 8,506 △ 350 ）

（ う ち 有 価 証 券 利息 配当 金 ) ( 1,411 1,427 △ 16 ）

947 853 94

1,106 407 699

173 311 △ 137

10,687 10,899 △ 212

580 1,048 △ 467

( う ち 預 金 利 息 ) （ 561 908 △ 347 ）

654 661 △ 6

457 158 298

6,535 6,691 △ 155

2,458 2,339 119

1,168 781 387

4 3 0

472 495 △ 23

700 289 411

211 595 △ 384

231 △ 508 740

257 202 55

2,016 2,024 △ 7

79 79 △ 0

15 15 △ 0

70 8 61

2,249 2,139 109

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

増 減

特 別 利 益

当 期 未 処 分 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

当 期 利 益

利 益 準 備 金 積 立 額

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

平 成 １ ４ 年 度

至平成１４年３月３１日至平成１５年３月３１日

平 成 １ ３ 年 度

自平成１３年４月  １日自平成１４年４月  １日

前 期 繰 越 利 益

経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

 比  較  損　益　計　算　書　（ 主 要 内 訳 ）

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

科          目

資 金 運 用 収 益

経 常 費 用

３１



  

株式会社   福邦銀行

２，２４９ ２，１３９ １０９

１１９ １２３ △　３

２０ ２１ △　１

７９ ７９ △  ０

１９ ２２ △　２

― ― ―

― ― ―

２，１３０ ２，０１６ １１３

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比  較  利  益  処  分  計  算  書  (案) 

科          目 平 成 １３ 年 度平 成 １４ 年 度 増 減

単位：百万円）

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

配 当 金

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益
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(平成15年3月期決算説明資料）

Ⅰ.平成１４年度決算の概況 株式会社  福邦銀行
  １.損益状況

（単位：百万円）

1 9,989 485 9,503
2 9,112 △ 211 9,324
3 9,869 568 9,301
4 8,968 △ 152 9,121
5 8,958 32 8,925
6 275 92 183
7 -         -         -         
8 635 443 192
9 901 721 179
10 119 △ 82 202
11 144 △ 58 202
12 88 △ 48 137
13 17 8 8
14 -         -         -         
15 14 △ 42 56
16 △ 24 △ 24 -         
17 6,518 △ 165 6,683
18 3,626 2 3,624
19 2,614 △ 170 2,784
20 277 2 274
21 3,471 650 2,820
22 2,594 △ 46 2,640
23 482 904 △ 422
24 2,988 △ 253 3,242
25 876 696 179
26 △ 1,820 638 △ 2,458
27 964 △ 210 1,174
28 524 199 324
29 170 △ 472 642
30 270 62 207
31 （ 1,562 ） （     553 ） （ 1,009 ）
32 △ 710 607 △ 1,317
33 108 △ 71 180
34 154 △ 624 779
35 664 △ 54 718
36 △ 145 △ 178 33
37 1,168 387 781
38 △ 468 23 △ 492
39 △ 2 △ 1 △ 0
40 3 0 2
41 5 1 3
42 115 △ 141 257
43 224 － 224
44 700 411 289
45 211 △ 384 595
46 231 740 △ 508
47 257 55 202

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

国 際 業 務 粗 利 益

 【 単体 】

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

そ の 他 業 務 利 益

役 務 取 引 等 利 益

業 務 粗 利 益

③ う ち 関 連 会 社 支 援 損

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

うち退職給付会計導入変更時差異

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

動 産 不 動 産 処 分 損

貸 出 金 償 却

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

( 貸倒償却引当費用① + ② + ③ )

株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 ）

株 式 等 売 却 益

株 式 等 売 却 損

そ の 他 臨 時 損 益

債 権 売 却 損

動 産 不 動 産 処 分 益

平成１３年度比平成１４年度

臨 時 損 益

② 不 良 債 権 処 理 額

資 金 利 益

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入

人 件 費

物 件 費

そ の 他 業 務 利 益

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益

除 く 国 債 等 債 券 損 益

税 金

役 務 取 引 等 利 益

経 常 利 益

う ち 国 債 等 債 券 損 益

株 式 等 償 却

特 定 取 引 利 益

業 務 純 益

平成１３年度

特 別 損 益

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

特 定 取 引 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 ）
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（平成15年3月期決算説明資料）

株式会社  福邦銀行

〈連結損益計算書ベース〉 （単位：百万円）

1 9,989 394 9,595
2 9,046 5 9,041
3 292 △ 162 455
4 -        -        -        
5 649 551 98
6 6,524 △ 189 6,713
7 1,447 670 776
8 524 160 363
9 170 △ 426 597
10 482 874 △ 392
11 270 62 207
12 △ 726 591 △ 1,318
13 1 1 -        
14 △ 105 127 △ 233
15 1,186 633 553
16 △ 471 △ 235 △ 235
17 715 397 318
18 211 △ 388 599
19 231 698 △ 466
20 -        -        -        
21 273 87 185

（注） 1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

        2.連結粗利益＝(資金運用収益－資金運用費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用)

+(特定取引収益－特定取引費用)＋（その他業務収益－その他業務費用）

（連結対象会社数） （社）

2 △ 1 3
1 1 －

【連結】

連 結 子 会 社 数

貸 倒 償 却 引 当 費 用

貸 出 金 償 却

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

株 式 等 関 係 損 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

特 定 取 引 利 益

そ の 他 業 務 利 益

営 業 経 費

そ の 他

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

平成１３年度

特 別 損 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

平成１４年度 平成１３年度比

債 権 売 却 損
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(平成15年3月期決算説明資料)

株式会社  福邦銀行

２.貸出金等の状況
 ①貸倒引当金とリスク管理債権の状況
［単体］ （単位：百万円 ）

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定債務者支援引当金

（単位：百万円）

金 額 金 額 金 額

リスク管理債権合計(Ｂ) 26,891     △ 5,838   32,729     

破 綻 先 債 権 額 3,873       1,279       2,594       
延 滞 債 権 額 12,708      △ 1,789    14,497      
３ヵ月以上延滞債権 251         △ 41       292         
貸 出 条 件 緩 和 債 権 10,058      △ 5,286    15,344      
引 当 率 ( Ａ ) ／ ( Ｂ ) 22.79% △0.22% 23.01%

336,489    △ 3,790   340,279    

［連結］ （単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定債務者支援引当金

（単位：百万円）

金 額 金 額 金 額

リスク管理債権合計(D) 26,891     △ 3,932   30,823     

破 綻 先 債 権 額 3,873       1,114       2,759       
延 滞 債 権 額 12,708      368         12,340      
３ヵ月以上延滞債権 251         △ 41       292         
貸 出 条 件 緩 和 債 権 10,058      △ 5,373    15,431      
引 当 率 (C) ／ (D) 22.79% 0.52% 22.27%

336,489    △ 2,106   338,595    

 ②金融再生法開示債権の状況
［単体］ （単位：百万円）

金 額 金 額 金 額

27,317     △ 5,674   32,991     

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 9,996       2,654       7,342       
危 険 債 権 7,011       △ 3,001    10,012      
要 管 理 債 権 10,309      △ 5,328    15,637      

22,603     △ 5,148   27,751     

貸 倒 引 当 金 4,627       △ 2,099    6,726       
担 保 保 証 等 17,975      △ 3,050    21,025      

82.74% △1.37% 84.11%

344,113    △ 4,752 348,865

△1.57% 4.55%

3.77% 0.13% 3.64%
0.07% △0.01% 0.08%

5,088          
―

△ 1,180       
―

△ 2,295       

貸  倒  引  当  金 (C)

金融再生法開示債権合計(E)

貸出金残高(期末)

１５年３月末
貸出金残高
比  率

△1.62%

△0.49%
△0.01%

金 額

貸  倒  引  当  金 (Ａ)

貸出金残高(期末)

6,129         

2,221          
3,908          
―

7.99%

１５年３月末
金 額

貸出金残高
比  率

0.39%

１４年３月末比

１４年３月末比

金 額

△ 1,403      

483            
410            

9.61%

0.76%
4.26%

7,532         

1,738          
3,498          
2,295          

１４年３月末

１５年３月末 １４年３月末比 １４年３月末

△1.52%
0.08%
4.50%

貸出金残高
比  率

１４年３月末

金 額

金 額

１５年３月末 １４年３月末比 １４年３月末

6,129         

2,221          
3,908          
―

6,866         

443            

△ 737        

貸出金残高
比  率

貸出金残高
比  率

1.15% 0.34% 0.81%

7.99% △1.11% 9.10%

1,778          

１４年３月末
総与信残高
比  率

総与信残高
比  率

総与信残高
比  率

―

１５年３月末 １４年３月末比

△1.49%

0.80%
△0.83%

―

―

―

―

総与信残高(期末)

7.93%

2.90%
2.03%
2.99%

―
―

△1.52%

―

―

―

―

―

―

9.45%

2.10%
2.86%
4.48%

―

―
―
―

―

保 全 率 (F) ／ (E)

―

―

―

―

―

―

―

保 全 額 (F)

1.15%
3.77%
0.07%
2.98%

―

―

2.98%

貸出金残高
比  率

金 額

３５



(平成15年3月期決算説明資料)

株式会社  福邦銀行

３．自己資本比率（国内基準）
【単体】 （単位：百万円）

１５年３月末

14年9月末比 14年3月末比

（１）自己資本比率 8.82% 0.15% △0.25%

　　（Ｔｉｅｒ１比率） (7.85%) (0.15%) (△0.27%)

（２）基本的項目（Ｔｉｅｒ１） 20,140     △   74    145        20,214  19,995  

（３）補完的項目（Ｔｉｅｒ２） 2,507      △   42    △   98    2,549   2,605   

うち自己資本に計上された

　　　土地の再評価差額 903        △    4    △   54    908     958     

うち自己資本に計上された

　　　一般貸倒引当金 1,603      △   38    △   43    1,641   1,647   

（４）控除項目 ― ― ―

（５）自己資本計 22,648     △  116    46         22,764  22,601  

（６）リスクアセット 256,528    △5,909    △7,035    262,437 263,564 

【連結】 （単位：百万円）

１５年３月末

14年9月末比 14年3月末比

（１）自己資本比率 8.82% △0.13% △0.25%

　　（Ｔｉｅｒ１比率） (7.84%) (　0.12%) (　0.26%)

（２）基本的項目（Ｔｉｅｒ１） 20,131     △  134    137        20,265  19,994  

（３）補完的項目（Ｔｉｅｒ２） 2,507      △   41    △   98    2,548   2,606   

うち自己資本に計上された

　　　土地の再評価差額 903        △    4    △   54    908     958     

うち自己資本に計上された

　　　一般貸倒引当金 1,603      △   37    △   44    1,640   1,647   

（４）控除項目 ― ― ―

（５）自己資本計 22,638     △  175    38         22,814  22,600  

（６）リスクアセット 256,515    △5,956    △7,098    262,472 263,614 

４．ＲＯＥ

【単体】 （単位：％）

１５年３月末

14年9月末比 14年3月末比

業務純益ベース

（一般貸倒引当金繰入前）

業務純益ベース 13.46      △1.19     △1.49     14.65   14.95   

当期利益ベース 1.15       △0.98     0.22       2.13    0.93    

利益 365

（期首資本勘定＋期末資本勘定）÷２ 日数

8.57%

１４年３月末

１４年９月末 １４年３月末

１４年９月末 １４年３月末

(7.58%)

8.67%

(7.70%)

― ―

ＲＯＥ＝

△0.82     2.63       16.45   

×

15.63      

× 100

13.00   

8.69% 8.57%

(7.72%) (7.58%)

― ―

１４年９月末
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株式会社  福邦銀行

５．預金等、貸出金の残高
【単体】 （単位：百万円）

預金等（末残） 427,639 432,847 △ 5,207

うち個人預金 335,678 327,228 8,450

貸出金（末残） 336,489 340,279 △ 3,789

うち消費者ローン 94,158 88,249 5,908

　うち住宅ローン 79,347 72,356 6,991

（注) 預金等＝預金＋譲渡性預金

１５年３月末 １４年３月末 増　　減
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